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◯ 本日はご多用のところ、お集まりいただき、

誠にありがとうございます。

◯ それでは、決算概要につきまして、

第２四半期 ３ヶ月の実績をベースに、説明させていただきます。
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◯ 本日の説明のポイントは、ご覧の４点です。

◯ まず、第２四半期決算について、１点目は売上です。

ソーラーや車載関連の販売は伸長したものの、

テレビ等、課題事業の減収や、

国内の消費税増税の影響もあり、前年並みにとどまりました。

◯ ２点目は、営業利益です。

グループ特別経営施策の終了などのマイナス影響がある中、

全てのセグメントで増益を達成しました。

◯ ３点目は、ネット資金です。

全社を挙げた資金創出の取組みにより、

２００９年９月末以来、５年ぶりの黒字化となりました。

◯ ４点目は年間の業績見通しであります。

第２四半期までの、計画を上回る業績推移などを反映し、

年間の利益見通しを上方修正しております。

これにより、営業利益は３,５００億円と、中期計画で目標と

しておりました水準を、前倒しで達成できる見通しであります。
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◯ 第２四半期、３ヶ月ベースの決算概要はご覧の通りであります。

◯ 売上高は、前年並みとなりましたが、

営業利益は増益となりました。

税引前利益、当期純利益につきましては、

それぞれ減益となっております。
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◯ こちらは６ヶ月累計の実績です。

◯ 売上高、営業利益は増加しましたが、

税引前利益、当期純利益につきましては、

前年の第１四半期に、年金制度変更に伴う一時益を

計上したことなどにより、それぞれ減益となりました。
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◯ はじめに売上高、前年からの増減を、主要商品別にご説明します。

◯ テレビ、光デバイス、ＤＳＣなど、課題事業の改革に伴う

売上減少に加え、国内の消費税増税後の需要減に伴う

ハウジングシステム、パナホームの減収があったものの、

エナジーシステム、インフォテインメント等の売上が

伸長したことにより、前年並みの着地となりました。
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◯ 地域別に増減を見ますと、ご覧の通りとなります。

日本、米州、欧州が減収となりましたが、

戦略地域と位置付けておりますアジア、中国の売上は増加しました。

◯ 日本は、家電や住宅関連を中心に、増税後の需要減少が響きました。

米州は、車載関連の販売は伸長したものの、

ＰＤＰの終息を含むテレビの売上減少等をカバーできませんでした。

欧州では、テレビ、ＤＳＣの販売減や、

ウクライナの政情不安の影響が継続しております。

◯ 一方、アジアは、住宅関連の販売が好調。

中国では、実装機の増販に加え、前年に落ち込んだエアコンの

販売回復が寄与しました。
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◯ 続いて、営業利益の主な増減要因をご説明します。

◯ グループ特別経営施策の終了や、

ヘルスケア等の事業譲渡に加え、

課題事業の改革に伴う減販影響があったものの、

合理化や固定費圧縮の取組み、

構造改革効果などでカバーし、増益を達成しております。
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◯ 次に、営業外損益等です。

◯ 営業外損益は、マイナス２７９億円。

このうち、事業構造改革費用は、表の下の方、

５５億円を計上しております。

◯ 税引前利益は ６６８億円、

当期純利益は ４３０億円となりました。

それぞれ減益となっておりますのは、

主に、前年同期に株式売却益を計上したためです。
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◯ こちらは、フリー・キャッシュフローと、ネット資金の状況です。

◯ 第２四半期は資金の需要期に当たりますが、

左側のグラフ、６ヶ月累計のフリー・キャッシュフローは、

資金創出の取組みに加え、ＳＡＷフィルタ事業の譲渡を

行ったことにより、８７３億円となりました。

右側のグラフ、ネット資金につきましては、

フリー・キャッシュフローに加え、円安効果もあり、

第２四半期末で、３５３億円と、

２００９年９月末以来、５年ぶりに黒字化いたしました。
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◯ ここからは、セグメント別の実績をご説明します。

こちらは、実績の一覧です。

◯ 本年７月１日に、

アプライアンス、ＡＶＣネットワークス、ＡＩＳのセグメント間で、

事業移管を行っており、

第２四半期累計、及び２０１３年度の実績につきましては、

新組織の形態に合わせて、組替えして算出しております。
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◯ 営業利益の増減をグラフに表しますと、ご覧の通りであります。

◯ 「その他」は、ヘルスケア事業の譲渡により、減少しましたが、

これ以外の４つのセグメント、全てで増益となりました。

中でも、アプライアンスとＡＩＳが牽引しております。

続きまして、各セグメントについて、それぞれご説明いたします。
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◯ 初にアプライアンス、製販連結ベースの実績です。

◯ 売上は、前年並となりました。

テレビが、ＰＤＰ終息の影響などにより、減収となった一方、

白物商品やコールドチェーン、デバイス等の事業が

堅調に推移いたしました。

◯ 営業利益は、増益となっております。

第１四半期に続き、第２四半期におきましても、

エアコンやテレビの収益改善に加え、

高収益分野へのシフトを図っている、

モーターなどのデバイス事業の増益が牽引しております。
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◯ こちらはエアコン事業とテレビ事業の実績です。

◯ 左側のグラフ、エアコン事業は、

日本・欧州における天候不順の影響を、

中国での増販によりカバーし、増収となりました。

営業利益につきましても、

増販効果や合理化の取組みなどにより、増益となっております。

◯ 右側は、テレビ事業の実績です。

ＰＤＰの終息や、

欧州を中心に他社の価格攻勢が激化した影響で、

減収となりましたが、

営業利益は、４Ｋなど高付加価値商品の販売増や、

米国のファクトリーダイレクトによる流通改革効果、

パネル調達等の合理化の取組みにより、

着実に改善しました。
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◯ 続いて、エコソリューションズです。

◯ 売上は、増収となりました。

国内におきまして、

消費税増税後、住宅市場の需要が減少する中、

ハウジングシステムが販売減となったものの、

住宅用ソーラーや、ＬＥＤ照明などが好調に推移しました。

海外では、トルコ ＶＩＫＯ社の新規連結や

インドなどの戦略地域で伸長しております。

◯ 営業利益は、

ソーラー事業などの増販効果に加え、

合理化の取組み等が寄与し、増益となりました。
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◯ 次に、ＡＶＣネットワークスです。

◯ 売上は、堅牢ＰＣ、堅牢タブレットやプロジェクター等、

堅調なＢｔｏＢ事業で、販売が増加したものの、

プラズマパネル、スマートフォン、ＤＳＣなど、

課題事業の撤退や、事業領域の絞り込みに伴う販売減等により、

全体では減収となりました。

◯ 営業利益は、ＢｔｏＢ事業の増販に伴う利益増に加え、

前年度に実施した事業構造改革の効果も寄与し、

増益となりました。
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◯ 後、ＡＩＳです。

◯ 売上は、光ピックアップや回路基板などの縮小・撤退や、

ＳＡＷフィルタ事業の譲渡による販売減少があったものの、

インフォテインメントなどの車載向けや、電子部品実装機の

販売好調に加え、為替効果もあり、増収となりました。

◯ 営業利益は、増販効果に加え、

課題事業を中心とする構造改革や、合理化の効果が寄与し、

増益となりました。
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◯ こちらは、半導体事業と液晶パネル事業の実績です。

◯ 左側、半導体の売上は、

車載・産業分野向けの販売が堅調に推移したものの、

ＡＶ・ＩＣＴ向けの販売が減少したことにより、減収となりました。

営業利益は、固定費削減の取組みや、構造改革効果により

減販損をカバーし、改善しております。

◯ 右側、液晶パネルの売上は、業務用向けが大きく伸長、

顧客から引き合いの強いテレビ向けの増販もあり、

増収となりました。

営業利益につきましても、材料コストダウンや固定費削減により、

改善しております。
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◯ 続いて、２０１４年度 年間の業績見通しについてご説明します。

ご覧の通り、利益を上方修正いたしました。

◯ 売上は、車載・住宅関連事業の成長や

円安効果等は期待できるものの、

テレビ等の課題事業を慎重に見ているため、

見通しを据え置いております。

◯ 営業利益は、４００億円増加の３,５００億円としました。

エコソリューションズにおける、ソーラーの販売好調等を

織り込んでおります。

これにより、中期計画で目標としておりました水準を

１年前倒しで達成できる見通しであります。

◯ 税引前利益は、４００億円増加の１,６００億円、

当期純利益は、３５０億円増加の１,７５０億円となる見通しです。

◯ フリー・キャッシュフローにつきましては、

資金創出の取組みを強力に推進することで、

２,０００億円以上を目指してまいります。
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◯ 後は、セグメント別の年間業績見通しです。

先ほどご説明しました通り、各事業の見通しを精査した結果、

一部のセグメントにつきまして、

ご覧のとおり、修正を行っております。
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◯ ご説明は以上になります。

今後も、当社へのより一層のご理解と、

ご支援をお願いいたします。
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